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1。はじめに

日本における農産物の輸入は近年著しく増加してい

る。その中でも特にここ数年顕著な増加を示している

のが野菜輸入である。このような野菜輸入の増加は円

高の進行による内外価格差の拡大や日本国内での生産

ならびに消費構造の変化によるものであると考えられ

る。

野菜輸入の急激な増加に伴い,一般セーフガードの

発動,残留農薬に関する安全性の問題,虚偽の産地表

示等の様々な問題を引き起こしている。

本研究では主要野菜についてその輸入の状況を分析

し,さらにそれぞれの品目の需要関数を全期間と輸入

増加前の期間にわけて推定することによって価格及び

所得弾力性を計測し,輸入増加による需要の変化につ

いての分析を行う。

2.野菜輸入の現状

日本における野菜の輸入はかっては限られたもので

あった。その理由は野菜,特に生鮮野菜は鮮度が重要

であり,輸送に時間のかかる輸入には適さなかったた

めである。また,日本人好みの昧や見た目などの品質

を満たした野菜が海外ではあまり生産されていなかっ

たことにもよる。そのため野菜は大都市でもその近郊

で生産されたものを消費するといった状況が1980年代

まで続いた。そのため野菜は他の農産物に比べると自

給率は高かった。

しかし現在では表1及び図1のように野菜の輸入は

年々増加している。特に近年急激に増加しているのが

生鮮野菜の輸入である。その理由は円高の進行と労働

賃金をはしめ日本における様々な生産要素の費用が上

昇して高コスト化し,それによって内外価格差が拡大

したことによる。

また,冷凍・冷蔵などの輸送技術の進歩により鮮度

が保たれ品質の管理が可能となったことや一部の商品

は航空輸送の導入により輸送にかかる日数が短縮され

たことにより,日本国内で生産された野菜と同様の状

態で流通可能になったことによるものと考えられる。

さらに,野菜輸入増加の背景には消費動向の変化も

存在する。消費者の嗜好の変化により特定の野菜の需

要が増加し,それに対して国内生産が追いつかない場

合には輸入が増加するのである。

輸入品目については以前の傾向としては特定の品目

に輸入が偏っていたが,近年は輸入品目の拡大が進ん

だ。そのため2001年には輸入が急増したねぎ・生しい

たけ・畳表について日本では初の一般セーフガードの

発動が検討されるまでに至った。今後もこのような傾

向は進み,輸入品目は拡大していくと考えられる。

しかし,国内消費量のうち輸入品が高いシェアを占

める品目は限られている。これは輸入がもともとは国

内生産の不足分を補う目的や,国内での不作に対応し

た輸入の増加として行われる場合が多かったためであ

る。品目としては国内生産の不足を補うものとしては

常時輸入量が多いたまねぎなどであり,不作の時に輸

入が増加するものとしてはねぎやにんじんなどがあげ

られる。

これらの輸入品については不作時に国内価格が高騰

しており,輸出国としては価格の高い海外市場を目指

すというその性質上からも輸入価格は国内価格と変わ

らないものとなっている。

それに対して内外価格差の拡大による輸入も増加し

ている。このような安価な外国製品の輸入の例として

は急激に輸入が増加しているごぼうなどがあげられ

る。これらの品目についてはその価格競争力で国内生

産品と競合することになる。

輸入が行われるかどうかは国内産との品質差と価格

差の相対的関係で決まる。品質差が大きくてもそれ以

上に価格差が大きければ輸入が増加する。また,品質
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差が小さければ価格差が小さくても輸入は増加する

し,さらには国産品との価格差が大きければ輸入はよ

り一層増加する。

これらの理由から近年「開発輸入」と呼ばれる日本

の企業による海外生産による輸入が増加している。開

発輸入は1980年代後半から1990年代前半にかけて積極

的に行われ,その結果が現在の野菜輸入の増加につな

がっている｡近年は特に中国で積極的に行われている。

開発輸入の増加により低価格で規格を満たした品質の

製品を安定的に供給を受けることが出来るようにな

り,特にそのような製品に対して需要がある外食産業

や加工産業での需要が増加することにより,野菜輸入

のより一層の増加につながっている。今後より一層外

食産業や加工産業が発展すればその需要は増加し,さ

らなる輸入の増加を招くことになると考えられる。

野菜の輸入相手国としては中国・アメリカ・ニュー

ジーランドからの輸入が多い。特に近年中国からの輸

入が急激に増加している。これは先に述べたように中

国では開発輸入の増加により日本産と同一の品種の生

産が行われており,低価格でかつ品質差がない製品で

あるため輸入しやすいためである。

また,中国は国内政策としてそれまでの穀物生産重

視から商品作物の生産重視への転換を行っており,低

賃金での豊富な労働力の存在を利用して,日本向けの

輸出野菜の生産を増加させている。 日本向け商品のた

めに品質の向上,商品差別化を行っているが,その一

方で残留農薬問題などの安全性に関する問題について

は生産農家の意識が低く,問題となっている。

価格面からの要因としては野菜の輸入は為替レート

の変化に敏感に反応し,円高が進行すれば輸入野菜の

価格は低下し,輸入は増加する。図2からもわかるよ

うに豊作・凶作の影響による価格変動は存在するが,

長期的には価格は低下傾向にあるといえる。

農産物なので豊作･凶作による価格変動が激しいが,

時代とともに価格変動が少なくなっている。これは安

定して生産できるような技術開発(品種改良やビニル

ハウスによる生産等)が行われたことによる。また,

購入先の安定化(契約栽培によるスーパーなど特定業

者への納品の増加)の影響も考えられる。

野菜の価格形成に関して特記すべきこととして卸売

市場での輸入野菜の取扱量が増加していることがあげ

られる。これは,供給先をあらかじめ決めて輸入する

だけではなく,国内での需要が見込める分だけ輸入す

る「見込み輸入」が増えているためである。見込み輸

入が増えたことによって,予想に反して売りさばけな

かった余剰分か卸売市場に流れることになり,安価な

輸入品によって卸売市場での価格が引き下げられる効

果がある。また,卸売市場では逆に外食産業や加工業

者などによって不足分の調達もはかられている。

現在輸入が増加している生鮮野菜は以前から大量に

輸入されているたまねぎのように貯蔵がきかないので

卸売市場で早急に売りさばく必要があり,より一層の

卸売市場への流入増加が起こっている。

このような見込み輸入の増加は卸売市場を通じて野

菜のより一層の価格低下を招くことになると考えられ

る。

最近では卸売業者も幅広く商品を揃えたいため,積

極的に輸入品を取り扱うようになってきている。その

背景には一部の卸売業者は価格維持のために出荷先を

限定するために農家の出荷先から外され,そのため代

わりに輸入品を取り扱わざるをえなくなっていること

による。農家としては出荷先を限定して高価格を維持

したいのであるが,卸売業者の安価な輸入品の取り扱

いが増えることにつながり逆効果になっている。

このような輸入野菜の増加によって国内産地は様々

な影響を受けることとなる。農業労働人口の減少など

によりもともと生産を減らしている産地もあり,輸入

の増加と国内生産は無関係な而もある。そのような生

産の減少という国内産地の事情により輸入の増加につ

ながった而もある。しかし,輸入品との競争の激化に

より退出する産地もあり,逆に,国内での他の産地と

の競争に勝ち生産を増やしている産地もある。

また,これらとは無関係に輸入に全て依存している

商品もある。これは国内での生産がほとんど行われて

いない品目であり,例として一時期人気があった中国

野菜などがあげられる。これらの野菜は国内生産者と

は直接の競合関係にないが,その輸入の増加により代

表1 野菜の国内生産と輸入の状況
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表2たまねぎの国内生産、出荷と輸入の状況

表3ねぎの国内生産､出荷と輸入の状況

表4ごぼうの国内生産､出荷と輸入の状況
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表5にんじんの国内生産、出荷と輸入の状況

表6トマトの国内生産､出荷と輸入の状況
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替的な関係にある他の野菜の需要を減らし,間接的に

国内での野菜生産に影響を与える。

3.データ

本研究では需要関数ならびに価格および所得弾力性

の推定を次の5品目,たまねぎ,ねぎ,ごぼう,にん

じん,トマトに関して行う。これらの農作物は主要な

野菜であり,かつ輸入量が急増しているものである。

但し,輸入量が急増しているとはいっても流通量全体

に占める輸入品のシェアはまだまだ小さい。そのため

今後より一層のシェアの増加が考えられる。

データの出典については国内での生産量(収穫量),

出荷量については「野菜生産出荷統計」(農林水産省統

計情報部)を用い,価格データについては「青果物卸

売市場調査報告」(農林水産省統計情報部)を用いてい

る1。

価格データについては農産物には卸売市場,契約栽

培農家との市場,一般消費者への直接販売市場,開発

輸入市場等の様々な市場があり,どの市場における価

格を用いるかを考慮しなくてはならない。ここでは卸

売市場価格を用いることにする。その理由は野菜の流

通総量に占める卸売市場での取扱量が多いことと,先

に述べたように輸入野菜についても結果として卸売市

場を経由する場合も多く,その割合は輸入の増加とと

もに年々上昇しているためである。

但し,卸売市場は全国に多数存在している。そのた

めここでは1,2類都市卸売市場の価格データを用い

ることにする。

物価指数については価格データに卸売市場価格を用

いているため,卸売物価指数を用いる。

輸入量については「貿易統計」(財務省),またはそ

こから主要農産物を取りまとめた「農林水産物輸出入

概況」(農林水産省統計情報部)のデータを用いている。

但し,推定期間において集計基準が一貫していない場

合もあり長期の時系列データを得ることが困難であ

る。特に野菜輸入については近年急激に増加してきた

ため,過去のデータとの一貫性を保つことは困難な場

合がある。そのため一部データの得られなかった部分

については時系列データからの推定値を用いる。

尚,輸出量については輸入量に比べて相対的に見て

非常に小さいので考慮しないこととする。

また,人口についてもこの推定期間を通じて大幅な

変化はないのでここでは考慮しない。

所得については国内総生産を用いる。所得について

家計所得を用いなかったのは輸入については外食産業

や加工産業などの業務用の需要も多く,それらの影響

を考慮するために国内総生産を用いている。

分析にあたってはデータは1972年から2001年の年次

データを用いている2.野菜については過去10年より以

前では輸入が極端に少ないものが多いが,それでは計

量分析を行うためにはサンプル数が少なく,そのため

1972年から2001年の間の30年分のデータを用いる。

また,推定期間は1972年から2001年(全期間のデー

タ)と1972年から1991年(輸入量増加前のデータ)に

分けてそれぞれ推定し,推定されたパラメーターの比

較を行う。本来なら輸入量が増加した後の期間だけに

ついてもパラメーターの推定を行いたいが,年次デー

タでは輸入量が増加した後だけではサンプル数が少な

すぎて統計的に有意な結果が得られず,そのため推定

が不可能であるため行っていない。

4.主要品目別の特徴

ここでは本研究で需要関数の推定ならびに価格およ

び所得弾力性の推定を行う5品目,たまねぎ,ねぎ,

ごぼう,にんしん,トマトに関して国内生産,出荷な

らびに輸入および価格についてのそれぞれの特徴につ

いて分析する。

① たまねぎ

たまねぎの輸入は野菜輸入の中では早くから行われ

ており,その輸入量も他の野菜に比べて多い。たまね

ぎの輸入が早くから行われていた理由は,国内生産は

豊作・凶作による差が大きく変動が激しいために国内

生産の不足分を補わなければならなかったことや,鮮

度が落ちないため輸入しやすかったこと,内外価格差

か大きかったことがあげられる。

1993年までは輸入量に大きなばらつきが見られたが

それ以降は輸入量は安定し,毎年20万トン程度が輸入

されている。 1993年まで輸入量に大幅な差があるのは

不作により国内での価格が高騰すると輸入が急増する

という関係からである。

しかし1993年以降は安定した輸入が行われるように

なっている。このことは外食産業や加工業者が安価な

輸入品に対して安定的な供給を求めたためであると考

えられる。

輸入先はアメリカ,ニュージーランド,中国などで

あり,特に近年中国からの輸入が増えている。

たまねぎの国内の消費量は増加している。これは牛

肉などの食肉の消費が増加しており,そのつけあわせ

としてのたまねぎの消費の増加が考えられる3.

また,家庭向けよりも外食産業や加工産業などの業

務向けの需要が増加している。国産品と輸入品との価

格差は大きく,その面からも外食産業や加工産業など

の業務向けの需要が増加している。

② ねぎ

1993年までのねぎの輸入は非常に少ない。しかし

1994年の不作による価格高騰から輸入が急増し,現在

では3万トン以上に輸入量が急増している。

特に中国からの輸入が増加している。地理的条件に
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加えて中国ではねぎは昔から食用として生産されてお

り,それが日本への輸出へ向けられるようになってい

る。

このような急激な輸入増加のために先に述べたよう

に2001年にはねぎは日本で初めての一般セーフガード

の発動の検討対象となった。結局セーフガードの発動

は見送られたが,輸入は増加している。

しかし,輸入は増加しているが国内生産はあまり変

化していない。価格はかっては安定していたが,近年

は輸入の増加の影響を受けて低下しており,それに対

して生産コストは上昇しており,そのため国内生産者

にとっては深刻な影響を与えている。

③ ごぼう

ごぼうはもともと日本などの一部の国でしか消費さ

れていない。そのため輸入品は典型的な開発輸入に

よって生産されたものである。

輸入量はかっては非常に少なかったものが, 1991年

には国内産の不作による価格の急騰を受けて大幅に増

加して1000トンを超え,さらにその後も急激に増加し,

1995年には2万6千トン以上, 1999年には7万トン以

上にまで急増している。

輸入が占める割合もほとんどゼロであったものが

30%程度にまで急増している。輸入先は中国と台湾か

らが多い。

価格は作柄の影響を受けて大幅に変動し,特に1991

年の不作の影響による高騰が顕著である。長期的には

価格は低下傾向にある。これは安価な輸入品の増加に

よるものと考えられる。

国内生産量は長年ほぼ横ばいであったが近年減少傾

向にある。特に,輸入の急増以降の国内生産の減少が

顕著である。

消費量はほぼ安定しているため,国内産と輸入品と

でシェアの奪い合いが起こっているが,価格の安い輸

入品の方が有利であるといえる。但し,あまりに価格

が低下しすぎて,そのために生産コストとの関係で生

産の減少が国内・国外ともに起こっている。特に日本

以外の国ではごぼうは消費されないため国外では生産

の増加は日本の市場の価格動向を見て行われることに

なり,生産量は日本の市場価格に敏感に反応すること

になる。

④ にんじん

にんじんの輸入はかっては1000トン程度とわずかで

あった。 しかし1991年には1万トンを超えて輸入が急

増している。さらに,国内産が不作で価格が急騰した

1994年からは年々増加し,現在は5万トン前後まで急

増している。また,生鮮品だけでなく野菜ジュースと

しての輸入も多い。飲料メーカーはジュースの原料と

して安い外国産を求めている。そのため国内での輸入

品の占める割合もここ数年の間に10%弱程度まで急増

している。輸入先はニュージーランド,中国,台湾が

多い。

輸入は国内価格の影響を受けて大幅に増減し,価格

が高騰した年には輸入が急増している。 しかし1996年

以降は価格変動の幅が大きいが低迷傾向であるといえ

る。

国内生産量はほぼ横ばいであるが,このような輸入

の増加により消費は増加している。但し,生鮮だけで

なく野菜ジュース等としての消費の増加が大きい。

⑤ トマト

生食用トマトの輸入は比較的最近になって始められ

ており,それまでも加工用は多く輸入されていたが生

鮮品の輸入は非常に少なかった。これはトマトは生食

用として消費されることが多く鮮度が重要であり,輸

入に適さなかったためであると考えられる。

しかし近年徐々に輸入が増加し,その結果1998年に

は4000トン以上,1999年には8000トン以上と急激に輸

入が増加している。但し,輸入が増加したとはいえ国

内供給量に比べると輸入の絶対量は非常に少なく,国

内供給量の1%程度である。

輸入相手国としては韓国からの輸入が特に急増して

おり,約8割を占めている。理由は地理的に近く,輸

入品の鮮度が保てるからである。

トマトは取扱量も多い重要な野菜である。国内生産

量,出荷量ともに増加傾向にある。価格については低

迷傾向にある。今後も消費動向に変化はないと考えら

れ,安定した需要があるが,特に需要が増加する要因

もないといえる。そのもとでより一層の輸入の増加の

ためには国内産と変わらない鮮度と価格競争力をもっ

た商品の供給が必要であるといえる。

5.理論モデルと推定結果

ここでは需要関数ならびに価格及び所得弾力性の推

定を先に見てきた5品目,たまねぎ,ねぎ,ごぼう,

にんしん,トマトについて行う。

需要関数のモデルは次のとおりである。

このモデルにそれぞれの財の国内供給量(国内出荷
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量十輸入量),価格要因として卸売価格を,所得要因と

して国内総生産のデータを用いて需要関数を推定す

る。但し,その際に卸売価格は1995年を基準(100)と

した卸売物価指数を,国内総生産にも同じく1995年を

基準(100)としたGDPデフレーターを用いて実質化

する。

このようにして求められた需要関数のパラメータβi

が価格弾力性であり,yiが所得弾力性である。

パラメーターの推定にあたって年次データ1972年か

ら2001年を推定期間1972年から2001年(全期間のデー

タ)と1972年から1991年(輸入量増加前のデータ)に

分けてそれぞれ推定し,推定されたパラメーターの比

較を行い,このモデルにおいて価格及び所得弾力性が

それぞれの推定期間でどのように異なるのかを検討す

る。

需要関数の推定方法には最小二乗法を用いている。

その結果が次の表7及び表8である。

推定されたパラメータを見ると一部にtｲ直が低く,

推定されたパラメーターが有意でないものがある。ま

た,たまねぎについてはどちらの推定期間でも価格の

表7需要関数の推定結果(その1)

表8需要関数の推定結果(･その2)

係数,つまり価格弾力性が正になっており,t値は低く

パラメーターが有意ではないとはいえ符号に問題があ

るといえる。たまねぎについては一般の野菜ほどには

他の野菜との代替関係が強くないと考えられる。その

ため価格弾力性の値が有意ではないと考えられる4。

逆に,たまねぎについては牛肉など他の食料との補

完的関係の方が強く考えられる。そのため所得が上昇

した場合には牛肉などの消費が増え,それに伴って補

完的関係にあるたまねぎの消費が増えると考えられ

る。そのため推定された所得弾力性が他の野菜よりも

大幅に高い値を示していると考えられる。

決定係数及び自由度修正済決定係数については低い

ものがあり,特に急激に輸入が増加した品目であるね

ぎやトマトが決定係数及び自由度修正済決定係数が低

くなっていることから,輸入の増加を考慮したダミー

変数の導入など他の変数をモデルに加える必要性も考

えられる。

価格弾力性を見てみると,ねぎやごぼう,トマトな

どの輸入が急激に増加している財で高い値を示してい

る。特にトマトは高い値を示している。

また,推定期間の違いによっては,価格弾力性はた

まねぎ(但し,符号は正であるが),ねぎ,ごぼうが全

期間での推定値の方が高く,所得弾力性についてはた

まねぎ以外のねぎ,ごぼう,にんじん,トマトが全期

間での推定値の方が高い。

予想としては輸入増加後の期間を含んだ推定値の方

が価格及び所得弾力性が高くなり,安価な輸入野菜の

増加により価格及び所得弾力性が上昇したということ

を示したかったのであるが,統計的に有意な水準でそ

の差を示すことは出来なかった。

年次データではデータ数に限界があるので,今後は

月次データを用いて輸入増加前と輸入増加後の需要関

数の推定を行い,価格及び所得弾力性を比較すること

が考えられる。また,国産品と輸入品とのそれぞれの

需要関数を求め,価格及び所得弾力性を比較すること

も考えられる5。

さらには品目別のより詳細なデータを集めて,それ

を用いた需要関数の推定を行い,それぞれの品目の代

替関係や補完関係を含めて分析することも考えられ

る。

6。まとめ

本論文では近年の急激な野菜輸入の増加のもとでの

主要野菜の需要関数の推定を行い,それに基づいて価

格及び所得弾力性を用いて需要構造の変化について考

察した。

日本における野菜の国内出荷量と輸入量をあわせた

国内供給量はほぼ一定であまり変化がない。しかし価

格は安価な輸入品の増加による影響で低下傾向にあ

る。
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また,近年特に食生活のスタイルが変化し,外食・

中食等の家庭以外の場で調理されたものを利用する機

会が著しく増加している。そのため外食産業や加工産

業は今後益々発展し,それらの産業にとってはデフレ

下での厳しい価格競争のもとでは生産コストを下げる

ために安価な輸入野菜は今後益々積極的に利用されて

いくであろう。

日本における輸入野菜のシェアはまだまだ低いが,

今後の開発輸入の増加などによってより一層の増加が

見込まれ,需要構造にも大きな影響をもたらしていく

と考えられる。
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